
外交・経済連携調査会 次第

平成 25年 2月 6日 (水 )

8:30 党本部 901号 室

1、 開   会   岸   信 夫  事務局長

2、 挨   拶  衛 藤 征士郎  外交・経済連携調査会長

3、 議   事

わが国の貿易・経済連携戦略について

【WTO、 FTA/EPA、 RCEP、 TPPの現状について】

(外務省 。内閣官房より説明)

4、 質 疑 応 答

5、 閉   会

〔省庁出席者〕

<内 閣 官 房>石井 内閣審議官、黒田 内閣審議官

<外  務  省>片 上 経済局長、齋日 経済局国際貿易課長、林 経済局経済連携課長

<財  務  省>後藤 関税局参事官

<経 済 産 業 省>上 田 通商政策局長

<農 林 水 産 省>山下 大臣官房総括審議官 (国 際)、 水野 大臣官房国際部国際経済課長、

倉重 大臣官房国際部経済連携チーム参事官
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環太平洋パートナーシップ協定(TPP) 東アジア地域包括的経済連携(RCEP)

交渉参加国

11か国      1     16か 国

味風カナ生メキシュ杓レ_f Jl ノンミ 、
レ
ダ秘尋rZ 望二望聾Ъは 、量ム,

豪州,NZ)      タィ,インドネシア,フィリピン)

■赤字=後発開発途上国(LDC)
l

GDP

(お ]｀え樽レ)
約21りしドル

(日 本が参加した場合 :約27兆ドル )

約20ツヒドル

人口

(|::υ潜1)
約65億人

(日 本が参加した場合 :約 8億人)

約34億人

日本の貿易総額
に占める参加国と
の貿易額の割合

約27% 約48%

交渉状況/
妥結目標時期

●2010年 3月 に交渉開始し,現在交渉中

●2013年中の交渉妥結が目標

●2013年早期に交渉を開始予定
●2015年末までの交渉妥結が目指されている



協定の内容

●「全ての重要な貿易及び貿易関連分野をカバーする。これまで

の自由貿易協定がカバーする課題への従来のアプローチを新しく

することに加え,TPPは新たな貿易課題及び分野横断的な課題を
含む。」(「TPPの輪享「」■1))

●29の章を交渉中。(「閣僚報告書」X2)

●「物品貿易.サービス貿易.投資,経済及び技術協力,知的財産,競争,紛争解
決及びその他の事項を含む。」(「 東アジア地域包括的経済連携(RCEP)交渉の基本

指針及び目的」■3(以下,同様。))

●「包括的な(comprehensけ e)市場アクセス」がTPPの重要な特

徴のひとつ。(「TPPの輪郭J,「閣僚報告書」 )

●「参加国の間で自由貿易地域を構築するために,実質上全ての物品貿易につい
ての関税及び非関税障壁を漸進的に撤廃することを目指す。関税交渉は包括的な
ものとして行われる。このような交渉は,RCEP参加国の既存の自由化レベルを基礎
として,また,品 目数及び貿易額の双方で高い割合の関税撤廃を通じて,高いレベ

ルの関税自由化を達成することを目指すべきである。関税の議許は,地域的な経済
統合の利益の最大化を追求すべきである。J

物品市場
アクセス

の

自由化率

●「相互のサービス及び投資市場へのアクセスについて,当事国

が例外としない限リアクセスを与えることを前提とする「ネガティ
ブ・リスト」方式を基礎とする交渉を行つている。」(「 閣僚報告書」)

●「包括的でかつ質が高く,また,RCEP参 加国の間でのサービス貿易に関する制限

及び/又は差別的な措置を実質的に撤廃する。
RCEPの 下でのサービス貿易に関する規則及び義務は,サービスの貿易に関する

一 般 協 定 (GATS)に 整 合 的 であ り,GATS及 び ASEAN+lFTAに お ける RCEP参 加 国 の 約

束を基礎として自由化約束の達成を目指す。全ての分野と提供形態が交渉の対象
となる。」

●「各TPP参加国の投資家及び投資財産に対しては,その他のT
PP参加国における実質的な法的保護が与えられる。それには ,

無差別,待遇に関する最低基準,収用に関する規則,及び貿易と

投資を歪由する特定措置の履行要求の禁上を確保するための規

定に関する現在継続中の交渉が含まれる。投資に関する条文案

は,適切なセーフガードの下で,迅速.公正,かつ透明性のある投
資家対国家の紛争解決に関する条項を含む。」(「TPPの輪郭」)

●「相互のサービス及び投資市場へのアクセスについて,当事国

が例外としない限リアクセスを与えることを前提とする「ネガティ

ブ・リスト」方式を基礎とする交渉を行つている。」(「閣僚報告書J)

●「地域において自由な,円滑な,かつ,競争力のある投資環境を作り出すことを目
指す。RCEPlこ おける投資交渉は,促進,保護.円滑化,自 由化の4つの柱を含む。」

●「9か国全ては,協定の利益と義務が完全に共有されるように
,

高い基準を採用することに合意した。また,9か国は,貿 易に関す

る能力の構築,技術支援.及び自由イヒ約束の適切な段階的実施

等を通じ,途上国メンバーが直面するセンシティビティ及び特有の

課題に適切に対応する必要性に合意した。」(「TPPの輪郭」)

●「参加国の異なる発展段階を考慮し,適用される場合には,既存のASEAN+lFTA
に整合的な形で,特別のかつ異なる待遇及びASEAN加 盟国の後発開発途上国に対

する追加的な柔軟性についての規定を含む適切な形の柔軟性を含む。」

S&D
(LDCに 対す

る特別かつ

異なる待遇 )

※1-2011年 11月 のホノルルAPEC首脳会議の機会にTPP交渉参加国が発表したもの。
※2-2012年 9月 のウラジオストクAPEC首脳会議の機会にTPP交渉参加国の貿易閣僚が発表した首1図への報告。
※3-2012年 8月 ,ASEAN+「FAパートナー諸国経済大臣会合の際に 交渉立上げを首脳に提言するため 採択され,ASEAN関連首脳会議の機会に首脳によつて承認されたもの。
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一 (単純平均)全品目:約5.3%(農産品 :約233%, 非農産品(注):約26%)
2%,非農産品(注):約 1.3%)

(注 )非農産品には,林水産品が含まれる。

一 (貿 易加重平均)全品目:約2.1%(農産品 :約 11.

(参考)我が国の乗用自動車の関税撒廃の経緯
1978年にいわゆる「関税の前倒し引下げ措置J(ガット東京ラウンド交渉の早期妥結の気運を醸成すると共に我が国の輸入の増大に
資するため行われた同ラウンド妥結前の一方的な関税の一括引下げ)の一環で乗用自動車の関税を撤廃(撤廃前:64%)。

2.我が国の自由化率

我が国のEPA/F‐「Aにおける我が国のタリフライン(注 1)約9000において,自 由化率 (注 2)は

約84%～約88%。 約940タリフラインは一度も関税撤廃をしたことがない。
(注 1)タリフラインとは関税分類上の細目。一般的に一つの物品と認識されている品目に対し,複数のタリフラインが害1り 当てられることがある。

(注 2)自 由化率とは10年以内に関税撤廃を行うタリフラインの割合。

農林水産品(約 2400タリフライン)のうち約850タリフラインは以下のとおり,一度も関税撤廃をし
たことがない。
・約400タリフライン:全てのEPA/FTAにおいて除外。
・約320タリフライン:今後の再協議 ,スタンドスティル (現状より関税を上げない)としたことはあるが,関税を削

減したこともない。
・約130タリフライン:関税削減,関税割当にとどまる。

鉱工業品 (約 6600タリフライン)のうち約90タリフラインは以下のとおり,一度も関税撤廃をしたこ

とがない。
・約55タリフライン:全てのEPAにおいて除外。
・約40タリフライン:今後の再協議,スタンドスティル(現状より関税を上げない)としたことはあるが,関税を削減

したこともない。

1.我が国の平均関税率 (各国の平均関税率は別紙のとおり)



各国の平均関税率

(単純平均は 2011年、貿易加重平均は 2010年 )

全品目 単純平均

貿易加重平均

単純平均

貿易加重平均

5.311

21%

23.3%

11 2%

12.lll

7 40/0

3 6%

48.60/0

93 3%

9.611 3.511 5.3%

4 607o 21% 2 800

4 21b 2 0% 2 4%

15.611 5.0% 13.9%

11 7% 4 5% 9 9%

貿易加重平均

出典 :WT0 “World Tariff Profiles 2012''
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● ドーハ・ラウンド(DDA)交渉(158の全加盟国が参加)

引き続き停滞。貿易円滑化交渉田 )のみ交渉が継続。

● 有志国の取組 (一部の加盟国が参加)

・サービス貿易新協定鮭a
・情報技術協定(lTA)拡大交渉∝3)

却

「

0政府調達協定新規加入交渉 (特に中国)

・環境物品の貿易自由化(APEC合意は→の扱い)

● 保護主義的措置の増加と抑止

政治的手法と法的手法 (紛争処理)

● 本年末の第9回WTO閣僚会議 (於 :インドネシア)の成果が一つの焦点。
(注1)税関手続の透明化・迅速化を目指す交渉
(注2)日米EU等 21か国・地域が,現行以上の自由化交渉の本年3月開始を目指すことで合意。
(注3)日米EU等 18か国・地域が,ITA(情報技術関連産品の関税撤廃)の対象品目拡大にむけて交渉中。

(注4)昨年9月 のAPEC首脳会議において,2015年末までに環境物品54品 日の実行関税率を5%以下に削減することに合意。

● 世界で319の経済連携・自由貿易協定が締結 (2012年 1月 時点,WTO事務局への

通報ベース)。

● 米・EU自 由貿易協定交渉開始の動き

米,EUとあわせ,GDPでは世界の46.7%,貿易量で42.7%を占める。    1



W丁0ドーハ・ラウンド交渉(DDA)
●2001年に開始されたDDAは ,8分野 (注 :農業,鉱工業品,サービス,ルール,貿易円滑化,開発,環

境及び知的財産権)について一括妥結を目指し,途上国の優遇を強化する方向で進展。2008年 7月

には妥結の一歩手前までこぎ着けたが決裂。原因は,地位向上に見合つた責任を負おうとしない新興

国 (中 国,インド,ブラジル)と米国の対立。その後,交渉全体としては膠着状態が続いている。

●2011年末の第8回WTO閣僚会議では,①途上国側が強く支持するDDAは打ち切らない一方,②一

括妥結は当面実現不可能であることを認め,部分合意等の可能な成果を積み上げる「新たなアプロー

チ」を試みることで一致。

●現在は,上記合意を踏まえ,本年12月 にインドネシアにて開催予定の第9回WTO閣僚会議(MC9)を
視野に入れつつ,全加盟国による貿易円滑化交渉及び有志国による取組 (情報技術協定(ITA)の 拡大

及びサービス貿易の自由化)が続けられている。

●本年1月 に開催されたWTO非公式閣僚会合では,春頃に交渉の進捗状況を評価し,MC9の成果の輪

郭を見極めることで大方の一致を見た。

ドーハ閣僚宣言 ラウンド交渉開始。

交渉妥結日前で決裂。

部分合意を模索するも失敗。

「新たなアプローチ」を試みることで合意。

7月 閣僚会合

第8回定例閣僚会議
~

200¬ 年 11月

2008年7月

2011年前半

2011年可2月

2013年 1月

2013年 5月

2013年 9月

20¬ 3年 10月

2013年 12月

スイス主催非公式閣僚会合(於 :ダボス)

豪州主催非公式閣僚会合(於 ッ りヾ)(開催未定)

G20サミット(於 :サンクトペテルブルク)

APEC首脳会議(於 :インドネシア・バリ)

第9回定例閣僚会議 (於 :インドネシア・パリ)

2



11月 日豪首会談
12月 第13回 交渉会合

3月 10月 合同委員会

6月 日モンゴル●●lttn
(交 渉開始すること・・一致 )

同月 交→筆n会合
6月  

“

1口文渉会合

3月 共同研究開始 3月 共同研究完了

同月 日和首日会饉 (交 渉腑始することで一致 ,

7月  交渉學■会合
11月 日1口 交渉会合

第2回交渉会合(4月 頃)

9月  日コロンビア首脳会談

(共 同研究の立ち上げに合意)

11月  共同研究開始

7月 共同研究完了

9月 日コロンピア首脳会嵌 (交渉開 |.・すること
で一致 )

5月  日中韓サミット
11月 日中韓首脳会議
12月 共同研究完了

【
''0月

 日中
"投

資協定大場合意】
5月 日中●サミット (年 内の交渉開始で合意)

11月 日■幹経済貿易大臣会合(交渉開始を
=

=)

2月 下旬 支力4●会合
3月 上旬～4月 上旬

第 1回交渉会合

4月 ASEAN首脳卸 |
(ASEANH国 は年内にRCEPの 文渉立ち

上 fを 目指すことで合意 )

8月 ASEAN関 連経済大臣会合
11月 ASEAN関 連首脳会■ (交渉ユち上げを宣

=〉

9月 CEPEA■ 及びEAFT
Alについて原産地

規貝1等の作業部会で
※RCEP=現 時点で まASEAN10カ ロ +6ヵ 国 (日 中

"■
NZ印 )が

'加
     霞 ″ 商 で あ iJ晶顧 婚

CEPEA=ASEAN+60広 ●経済連機構想

EAFTA‐ ASEAN+3の 広壌軽清■鶴|1想

11月 ASEAN関連首脳会ll

(CEPEA及びEAFTAの提案を
、ヽまえRCEPの枠組みを採決

「物品貿易J「 サービス貿易J

「投資Jの 3作業部会を設置)

7月 交渉の大II■ 定めるス●―ビング作彙の,7を 受け

欧州晏員会が文滲ll tttマンデート)葉 につき 理事

会(EU加 ヨロ,の 承認を求めることを決定
月 外8理●会が欧州委のマンデートを採沢

7月 共同研究の立ち上げに合意
11月 共同研究第1回会合

5月  第2回局長緞事前協凛
10月 野田総理勁

“
(交渉再開に必要な実務的作業を本格

9月  交渉再開に向けた局

長級
=Fl協

議
12月 日韓ハイレベル経済協

…_■ __… L_… Jψ野出L_… _



EPA/FTA取組状況 iz生 交渉中又は交渉入りを宣言,○ 署名済み ◎ 発効済み

各国の巨PA/FttAの進捗状況

。 日本が主要貿易相手国 (米国,EU)とのEPA/FTAの取組が遅れているのに対し,

韓国はこれらの国とのEPA/FTAを積極的に推進。
・ 日本のFTA比率が19%であるのに対し,韓国は35%,米国38%,EU32%。

ヽ1 米国はTPP交渉の枠組でこれらの国と交渉中。
112 EUの

「

FA比率は域外貿易に限ると315%,域内貿易を含むと780/oとなる。

※3 日本は 下記の他.2012年 9月 ,コ ロンビアと交渉を開始。また.2012年 11

月 日中韓

「

FA及びRCEP(東アジア地域包括的経済連携協定)の 交渉立上

済国)と の貿易額が貿易総額に占める割合   げを宣言

出典 1財務省貿易統計 (2011年 )

lMF D"ecuon Of Trade Stalsucs(November 2011)|リ ヒテンシュタイン アンドラはデータなし,数字は小数点第二位四捨五入。 4

FTA比率 :FTA相手国 (発効国及ひ者名済国 )と の貿易 易総額に

EPA/
FTAの

数
(発効

署名済 )

ＦＴＡ
牌

日本 韓 国 中国 米 国 E∪

AS

ＥＡＮ一̈
帥輸

インド 告
家 NZ カナダ メキシコ チ リ ベ ルー スイス GCC モンゴル

日本
※3

13 19% Ａ（
噺
中

△ (△ ) ◎
7カ国

と発効済 ◎ △
△

IRCEP
△ ◎ ◎ ◎ ◎

△

嘲
△

韓 国 10 35%
△

(中 断

中 )

△ ◎ ◎ ◎
1カ 国

と発効済 ◎ △ △ △ △ ◎ ◎ ◎
咄

△

中国 9 19% △ △ ◎
1カ国

と発効済
△ △ ◎ ◎ ◎ △ △

米国 14 38% ◎

1カ 国

と発効済

3カ国

と交渉中

※ 1

◎

粕
※ 1

◎
NAFT
A

※ 1

Ａ）^
鰤
刈

Ｎ

◎

刈

◎

湘

◎
・ヽ―レーン

オマーン

Ш
々

28
32%
(域内含
ま,と78%)

◎
Ａ〔
鋼
中

2カ 国
と交渉中

△ △ ◎ ◎ ○
(仮署名 )

◎ △
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日中韓FttA交渉

中韓FttAを巡る経緯と今後の予定

2003年～09年  民間共同研究実施。
2009年 10月    日中韓サミットにて,産官学共同研究の立上げを目指すことで意見が集約。
2011年 12月   第7回共同研究会合 (於 :韓国・平昌)において,共同研究を終了。
2012年 5月    日中韓サミット(於 :北京)において,日 中韓目「Aの年内の交渉開始につき一致。
2012年 6月 ～9月  交渉開始に向けた準備のため,3回に亘る事務レベル会合を開催し,実務的な

協議を終了。
2012年 11月   ASEAN関 連首脳会議の機会に開催された日中韓経済貿易担当大臣会合

(於 :プノンペン)において,日 中韓日
~A交

渉の開始を宣言。

(以下予定 )

2013年 2月    日本において第1回交渉会合に向けた準備会合を開催予定。
2013年 3月 下旬

～4月 上旬  韓国において第1回交渉会合を開催予定。

(参考)共同研究の提言

く提言>
●将来の日中韓FTA交渉に適用される,以下の4つの指針的原則を提言する。

・日中韓FTAは包括的且つ高いレベルのFTAとなることを目指すべき

。日中韓FTAはV町0ルールに整合的であるべき

'日 中韓日「Aは相互主義と互恵に基づくバランスのとれた成果とウィン・ウィン・ウィンの状況を目指すべき

・日中韓FTA交渉は,各国のセンシティブ分野に対し然るべく配慮しつつ,建設的旦つ積極的に行われるべき



意義・考え得る主なメリット

●我が国にとつて主要な貿易相手国である中国(第 1位,約 21%)及び韓国(第 3位 ,約 6%)を
相手とするFTAになる。3か国のGDP及び貿易額は,世界全体の約2割 ,アジアの約7割を占

める。アジア太平洋地域の取り込みは,我が国が経済成長を維持・増進していくためにも不可

欠。
●包括的かつ高いレベルの日「Aが目指されており,我が国にとつて主要な輸出品の関税引き

下げが期待される。
(注 :主要品目の関税率は,例えば中国では乗用車は25%,液晶デバイスは5～ 12%,工作機械は97%,韓国で

は板ガラスは8%,ギヤボックス・同部品は8%,化学品・調整品は5～ 65%。 )

●我が国企業の活動の支援やアジア太平洋地域におけるルール作りに貢献。

●アジア太平洋自由貿易圏(FTAAP)の実現に寄与し,幅広い三国間協力を発展させる。

(参考)貿易構造

日中貿易構造
中国→日本 (2011年 )

対中輸入総額 約146兆 円

日本→中国(2011年 )

対中輸出総額 約129兆円
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東アジア地域包括的経済連携(RCEP)交渉

RCttP(アールセップ)とは
>東アジア地域包括的経済連携(Re」ond Comprehens市 e Economic ParLnership)の 略。
レASEAN10か国(ブルネイ,カンボジア,インドネシア,ラオス,マ レーシア,ミャンマー,フィリピン,シンガポール,タイ,ベトナ
ム)+6か国(日 本,中 国,韓国,オーストラリア,ニュージーランド,インド,以下「FttAパートナー諸国」)が交渉に参加する広域経

済連携。

RCEPを巡る経緯と今後の予定

我が国が提唱してきた東アジア包括的経済連携(CEPEA:ASEAN+6)と ,中国が提唱してきた東アジア自由貿易圏(EA「FA;

ASttAN+3)が併存。双方について,これまで,民間研究,政府間の検討作業を実施。

母
2011年 11月 ASEAN首 脳 は ,両構 想 を踏 まえ,ASEANと FTAを締結 している

「

FAパー トナー諸 国との RCttPを 設 立するた

めのプロセスを開始することで一致。
2012年  4月 ASEAN首脳は,2012年 11月 の交渉立上げを目指すことで一致。
2012年 8月 ASEAN諸国とFttAパートナー諸国の経済大臣会合が開催され,2012年 11月 の交渉立上げを首脳に提

言するため,交渉の基本指針及び目的にかかる文書 (「 RCEP交渉の基本指針及び目的」)を採択。
2012年 11月  ASttAN関連首脳会議のRCEP交渉立上げ式において,ASttAN諸国とFTAパートナー諸国の首脳は,RCEP

交渉立上げを宣言。
(以下予定)

2013年早期 交渉会合の開催を予定。                                    R

フィリピシ

祓
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●RCEPが実現すれば,人 口約34億人 (世界全体の約半分),GDP約 20兆ドル (世界全体の約3割 ),貿 易総額

10兆ドル (世界全体の約3割 )を 占める広域経済圏が出現。アジア太平洋地域の取り込みは,我が国が経済成長を

維持・増進してくために不可欠。

●既存のASEAN+1を超える水準【参考 1】 でかつ広域のFttAが実現することで,参加国間における貿易・投資が更

に促進されるとともに,地域におけるサプライチエーンの拡大等に寄与。

●物品貿易 (関税削減等)に加えサービス貿易,投資,知的財産等が含まれる【参考 1】ため,非関税分野での我が

国企業の活動を支援,地域におけるルール作りに貢献。

●アジア太平洋自由貿易圏 (「FAAP)の実現に寄与。

・考え二思

【参考1】「RCEP交渉の基本指針及び目的」の
主なポイント

◆交渉範囲
物品貿易・サービス貿易.投資,経済及び技術協力,知的財産.競
争,紛争解決及びその他の事項を含む。
◆約束水準
参加国の個別のかつ多様な事情を認識しつつ 既存のASEAN+1
FTAよ りも相当程度改善した,より広く,深い約束がなされる。
◆S&D(特別のかつ異なる特遇)

参加国の異なる発展段階を考慮し,特Яlの かつ異なる待遇及び
ASEAN加盟国の後発開発途上国に対する追加的な柔軟性につい

ての規定を含む適切な形の柔軟性を含む。
◆物品貿易交渉
交渉は参加国の既存の自由化レベルを基礎として 高いレベルの

関税自由化の達成を目指す。
◆サービス貿易交渉
サービスの全ての分野を交渉の対象とし,VヽTOと整合的な形で包

括的で質の高い協定を目指す。
◆投資交渉
促進 保護.円 滑化 自由化の4本社を含む。
◆交渉スケジュール
2013年 早期に交渉を開始し 2015年 末までに交渉を完了させるこ

とを目指す。
◆参加国
交渉参加国は,ASEAN諸国及びFTAパートナー諸国。交渉完了後
は16か国以外も加わりうる。

【参考2】 日本と交渉参加国(ASEAN,中 ,韓,豪 ,NZ,印 )の貿易構造

交渉参加国今日本 (2011年 )

輸入総額 約325兆円
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日EU・ EPA交渉

日巨∪"巨PAを巡る経緯と今後の予定

2011年 5月  日EU定期首脳協議で,自 由貿易協定/経済連携協定(FTA/EPA)交渉の大枠を

定めるスコーピング作業の開始に合意。
2012年 7月  スコーピング作業の終了を受け,欧州委員会として交渉権限を理事会(EU加盟国)

に求めることを正式決定。
2012年 11月  EU外務理事会で交渉権限が採択され,日 EU間で交渉開始に向けた環境は整っ

L
(今後の見通し)

現在,速やかな交渉開始に向けて,欧州委員会との間で準備を進めている。

交渉分野と日E∪双方の関心事項

●スコービング作業で議論してきた項目

我が国の既存のEPAで交渉してきた項目と基本的に同様。(注 :通常我が国のEPAに含まれる項目は,総則,物品

の貿易,税関手続き及び貿易円滑化,非関税措置,知的財産,衛生植物検疫措置(SPS),サービス貿易,投資,自

然人の移動,電子商取引,政府調達,競争,紛争解決,協力等。)

●双方の関心事項

日本側の関心事項はEU側の鉱工業品の高関税の撤廃 (例 :自 動車10%,電子機器14%)や ,サービス貿易・投資

の拡大。EU側関心事項は,自 動車,化学品,電子機器,食品安全,加工食品,酒類,医療機器,医薬品等の非関税

措置や,政府調達 (鉄道等)。



ミメl

●EUは我が国にとつて重要なグローバルパートナー(米国と並び国際社会の一極を構成。民主主義,法の支配,基本的人権と
いった基本的価値を共有。世界のGDPの約25%(日 本の約3倍),総人口約5億人(同約4倍 )を擁する政治・経済統合体で我が

国輸出入総額の10.3%を 占める我が国にとつての主要貿易・投資相手。

●関税撤廃や投資のルールの整備等を通じて貿易投資を活発化し,雇用創出,企業の競争力強化等を含む経済成長に資する。
また,EPAは日本企業の欧州市場進出を促進する。(韓EU日‐

Aは2011年 7月 発効)

●新興国が台頭するグローバル経済において,先進市場経済圏である日EUの間の日:A/EPAが実現すれば,世界経済の安定
的成長に貢献しながら,日 EUの政治・経済的地位を維持・発展させる。

原材料品
輸出総額 約76兆

躍料品‖l:
0%

その他

11%

その他

科学光学機器

5%
その他
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半導体等電子都
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鉱物性燃料
196

衣類 同付属品 そのば ツ`グ類魚介類及び同調

2%   6%  2%    製品

EU→日本 (2010年 )

輸入総額 約58兆 円

暑機学

％

光

４絆
肛

機の

協
　
哺
器
筋

Ｆ
　
麟 映像機器

3%

【概況品別上位10品 目】 【分類別シェア】
【分類別シェア】

【概況品別上位10品 目】
1 医薬品 140ヽ

2 し合物
3

4 鉄鋼

5 魚介類及び同調製品

6

7 1原動機
8 バッグ類

9 自動車の部分品
1霊気EI測機器 201

出典 :財務省貿易統計(2010年 )



日豪EPA交渉

(参考)日 豪経済強化のための共同研究 (第二次共同研究)(主なポイント)

日豪EPAを巡る経緯と今後の予定

2003年7月  ハワード首相 (当 時)訪 日時に「日。オーストラリア貿易経済枠組み」署名。同枠組みに定めた貿易等

の自由化のコストと利益等に関する政府間の共同研究開始。

2005年 4月   共同研究終了。首脳会談において,日 豪経済関係強化のための政府間研究 (第二次共同研究)

(下記 (参考)参照)を開始することで一致。

2006年 12月  第二次共同研究終了。日豪首脳電話会談において,安倍総理 (当 時)は 日豪経済連携協定(EPA)
交渉を開始することを決定。

2007年 4月  第 1回交渉会合開催。これまでに16回の交渉会合を開催。

2012年 12月  日豪電話首脳会談において,安倍総理より,交渉の早期妥結を目指したい旨述べ,ギラード首相か

らは,引き続き協力していきたい旨発言。

(以下予定)

2013年    第17回交渉会合を開催予定 (時期未定)。

●包括的かつ町 0整合的な巨PA/国「Aが 日豪両国に大きな利益をもたらす

●多くの共通の価値と関心を有する民主的な市場経済先進国であるオーストラリアと日本との戦略的関係を発展さ

せ、深めていく

●二国間の経済貿易関係を大いに強化する

●東アジアにおける共同体の形成という両国共通の希望を実現するための重要なステップ

●物品やサービスの貿易及び投資の機会が拡大することを通じて経済成長、生産、国富、消費者の厚生が高まること

がその利益に含まれる

●EPA/目「Aは、日本のエネルギー供給に最も大きく貢献し、日本にとつて三番目に大きな鉱物及び資源の供給国

と、日本の関係を一層緊密なものにし、市場の役割を強化し、将来にわたって重要な鉱物及びエネルギーの信頼でき

る供給を確保するものとなる

●日本の食料安全保障の目的を実現することに資する

●双方のセンシティビティーに配慮して巨PA/国‐
Aを交渉することが可能



●アジア太平洋地域における包括的で高いレベルのルール作り
。豪州は,米国,韓国等との経済連携を進めており,国際的な経済連携交渉を進める上で鍵となる国
。物品貿易のみならず,サービス,投資,知的財産,競争1政府調達=エネルギー・鉱物資源等,幅広
い分野を対象に交渉。これら分野でのルール作りを目指す。

●関税撤廃による競争力の確保等
・豪州は1米国,タ イ等との間でFTAを発効させているほか,韓国,中国などとのFTA交渉を推

進。特に関税撤廃等で,豪州市場における我が国企業の競争力を確保する。
・豪州の製造業分野での関税率は5%程度のものが多いが,有税品目の割合は貿易額ベースで約70%

であることから1こ れらの関税撤廃は重要。
●エネルギー・鉱物資源及び食料の安定供給
・豪州は日本にとり主要なエネルギー・鉱物資源 (石炭・鉄鉱石等)及び食料の調達先であり,こ れら

の安定供給を強化する。

造

日本→豪州 (2011年 )

対豪輸出総額 約 1 4兆 円

豪州→日本(2011年 )

対豪輸入総額 約42兆円
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出典 :財務省貿易統計(2011年 )



環太平洋パートナーシップ釘PP)協定

ルンダ]下
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APEC全体のGDPにTPP交渉

参加国が占める割合 (2010年 )

TPP交渉参加国     :552%
■その他のAPEC参加国・地域 :448%

オーストラリアβ螂

マレーシア;07%  
メキシヨ:2,%

【出典】IMF Wo‖ d Economに OuJook
Oatabase.Apr"2012

2006年   シンガポール,NZ,チリ,ブルネイから成る「P4」が発効。

2008年 9月 米国が交渉開始意図表明。
2010年 3月 米,豪 ,ベルー,越を加え8カ国で交渉開始。

同 10月 マレーシアが交渉参加。計9カ国に。
2011年 11月 日本,カナダ,メキシコが交渉参加に向けた協議開始の意向表明。

2012年 10月 メキシコ,カナダが交渉参加。計11カ国に。

※タイ,フィリピン,台湾等の国・地域も関心を示しており,中国もTPPについて「開放的な態度」とし,将来的な参加の

可能性を排除していない。 14

その他のIPP交渉
`加6カロ〈米ロ カナ

ダ オーストラリア メ
キシコ マレーシアを
除く);24%



ДPFC(21エコノミー)

香港
チャイニーズロタイベイ
パプアニューギニア
ロシア

RCFP(16カ国 )

◆インド

Д5』И″ (10カ国)

インドネシア
フィリピン ‐

‐   おヽ
"′

   .  ‐

カンボジア
ラオス

米国
カナダ
メキシヨ
ペルー

チリ
◆オーストラリア
◆ニュージーランド

TPP(11カ 国)

※ ◆ 印の国は,日・ASttAN,中・ASEANな どいわゆるASEAN+1の EPA/F「Aを締結している。 15


